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Abstract
　　The Convention on the Rights of Persons with Disabilities (2016) stipulates that receiving 
inclusive education is the right of persons with disabilities. In Japan, the Act for Eliminating 
Discrimination against Persons with Disabilities was promulgated in 2013. According to this act, 
Japanese society prohibits discrimination on the basis of disability and is required to provide 
reasonable accommodation for disabled persons. In the near future, it will become the norm to accept 
children with different needs and to provide reasonable accommodation not only during the years of 
compulsory education, but also at higher education institutions, kindergartens and nursery schools.
　　However, the difference between “Integrated Education” and “Inclusive Education” is not 
sufficiently understood by educators and others working at educational institutions. The two are 
quite similar, but they are not the same. “Integrated education” separates children with disabilities 
from children without disabilities and aims to integrate children with disabilities into regular 
classes. On the other hand, “Inclusive education” tries to educate students in accordance with the 
needs of each child, without distinguishing between them based on whether they have disabilities. 
Also, inclusive education doesn’t only mean that all children of the same age take all classes and do 
all activities together. It extends beyond school to communities in which different kinds of people 
spend their lives together. This is known as “Community Inclusion.”
　　In order to promote inclusive education, it is important for parents and children with special 
needs to actively seek “reasonable accommodation.” However, it is difficult to judge what constitutes 
“reasonable accommodation” when the existence of a child's disability is still not known for sure. In 
the early stages of child development, it is necessary, therefore, that experts professionally engaged 
in childcare and education should provide the people involved with sufficient information.
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支援ニーズのある子どもたち）, inclusive education（インクルーシブ教育）, integrated 
education（統合教育）, community inclusion（コミュニティーインクルージョン）
1　はじめに
　「インクルーシブ教育」の導入は 1994 年にユネスコとスペイン政府によって開催された「特別なニ
ーズ教育に関する世界会議」における「サラマンカ宣言」以降，グローバルスタンダードとなってい
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る。また，2006 年に国連で採択された「障害者の権利に関する条約」には，障害者が生活する地域
において一般的な教育制度から排除されてはならないということが明記され，インクルーシブ教育を
受けることが障害者の権利であることが確認された。日本国内では，この条約への批准に合わせ
（2014 年日本批准）「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律」（障害者差別解消法）が 2013 年
に公布され（2016 年施行），障害を理由とした差別の禁止と，合理的配慮の提供が社会全体に求めら
れることになった。今後，義務教育諸学校はもとより，高等教育機関，幼稚園や保育所等の幼児教育
の場においても，さまざまなニーズを持つ子どもたちを合理的配慮の下に受け入れることが当然のこ
ととなっていくであろう。
　しかしながら，従来行われてきた「統合教育」と「インクルーシブ教育」の違いについて，教育現
場での理解が十分になされているかについては疑問が残る。「障害児」と「健常児」を分け，教育の
場において両者の統合を行おうとする「統合教育」と，多様な人間の存在を前提に，さまざまな子ど
もたちを分け隔てることなく，それぞれのニーズに合わせて教育を行おうとする「インクルーシブ教
育」は，似て非なるものである。
　特別な支援ニーズのある子どもたちを，通常の学級で一緒に教育するにあたっての「合理的配慮」
については，ケースバイケースの判断が求められることになり，本人や保護者が求める「合理的配
慮」と学校が提供可能と考える「合理的配慮」の摺合せに時間をかけなければならない。さらに，通
常学級で特別なニーズに応えていくにあたって必要とされる個別の指導計画の作成については通常学
級の担任の多くが不安を抱えている（海津・佐藤・涌井，2005 ／菊田・宮木・木舩，2014 ／高橋，2016）。
日本に先駆けてインクルーシブ教育の実践を進めてきた諸外国においても「すべての児童生徒を包括
することへの期待が，教育を大きく圧迫し，教師は少なからず教職に幻滅，落胆し」あるいは「トレ
ーニングが不十分でニーズの多様性に対処する準備が出来ていない」等の多くの課題が残されている
ことが指摘されている（Forlin・川合・落合・蘆田・樋口，2014）。
　本稿では「障害観の変化」，「特殊教育から特別支援教育への転換」，「障害者権利条約批准」，「障害
者差別解消法施行」といった社会状況，制度の変遷を振り返り，統合教育からインクルーシブ教育へ
のパラダイムシフトがどのように進みつつあり，今後取り組むべき課題はどこにあるのか考察する。
2　「障害」に関する社会的認識の変化
　世界保健機関（WHO： World Health Organization）が 1980 年に採択した「国際障害分類（ICIDH: 
International Classification of Impairments, Disabilities and Handicaps）」（Figure 1）は，心身の障害が発
生する仕組みを構造的に把握するための枠組みを提供した点で画期的であった。ICIDH は障害を「機
能形態障害（Impairment）」，「能力障害（Disability）」，「社会的不利（Handicap）」の 3 段階に定義した。
この 3 つの段階は，身体機能に「機能形態障害」を生じることにより，能力の獲得が困難になる，あ
るいはそれまでできていたことができなくなる「能力障害」が生起し，それによって，職に就けない，
あるいは職を失うなどの「社会的不利」につながるという連続したモデルであった（上田，2005）。
　それ以前の「障害観」が「個人の持つ欠陥」という固定的な考え方に陥りがちだったのに対し，医
療モデルの障害としての「疾病，変調」があったとしても，必ずしも同じように機能障害や能力障害，
ひいては社会的不利が生じるわけではなく，治療や教育，リハビリテーション等の障害を補償する働
きかけや，社会環境の整備次第で障害は変動しうるとした点で，総体として可変的な社会モデルの障
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害観と言えるものであった。
　例えば，「近視」によって眼鏡をかけている人について，「障害者」という見方をする人はほとんど
いない。なぜなら，近視による視覚機能の障害は眼鏡やコンタクトレンズの使用によって矯正可能で
あり，適切な措置が行われれば，視覚機能の不全から来る能力障害は日常生活に影響を与えるほどの
ものではなくなり，社会的な不利も非常に限られたものになるからである。「個人の持つ固定的な欠
陥」という障害観を「障害を補償する取り組みや環境調整で軽減できる不具合」とした点で，ICIDH
の考え方は，健常者と障害者の間の越えがたい壁の存在を否定し，人としての存在の連続性を示して
いた。
　しかし，ICIDH の問題点として，3 つの要素の方向が一方向的に示されており，障害の出発点を
個人特性に限定していると捉えられやすいところが挙げられた。また，障害のマイナス面にばかり焦
点が当たっていることや，「客観的な障害」しか扱っておらず「主観的な障害」すなわち障害のある
人の心の中に存在する悩み，苦しみ，絶望感と同時にそれらを克服するために生まれてくるプラスの
心の働きである心理的コーピングやスキルについての記述がなされていないとの指摘があった（上田，
2005）。このような批判を受けて，WHO は 2001 年に新たな分類方法として「国際生活機能分類
（ICF： International Classification of Functioning, Disability and Health）」（Figure 2）を定めた。「生活
機能： Functioning」は「心身機能，身体構造」，「活動」，「参加」を包括する概念であり，人が生き
ることの全体を示す概念である。したがって，「障害」のモデルというよりは「生活機能の状態」を
示すモデルであり，これはすべての人間に適用することができる。すなわち，「障害者」と「健常者」
がいるのではなく，その時点で，さまざまな理由から生活機能の不全が起こることにより，生きるこ
とに困難を抱える人間がいるとする考え方である。
　ICIDH と ICF の大きな違いは以下の 3 点に代表される。
①  ICIDH では「疾病（Disease）」，「変調（Disorder）」，「機能障害（Impairment）」等のマイナス面の
状態を表す用語が用いられていたが，ICFでは，「健康状態（Health condition）」，「心身機能（Body 
Functions）」，「活動（Activities）」等の中立的な用語で表されるようになった。
　 　人は，たとえ心身機能の障害ゆえに日常生活に大きな不自由を抱え，たくさんの支援を必要とし
ている場合であっても，障害というマイナス面しかもたない存在ではなく，生きている以上なにが
しかの健常な機能，能力というプラス面を併せもつ存在である。リハビリテーションとはマイナス
を減らすことだけではなく，むしろプラスを増やす（潜在的な能力を開発，発展させる）ことで大き
な成果を上げることができる。
② ICF ではそれぞれの要因がすべて双方向の矢印で結ばれるようになった。
　 　これまで「機能障害」が原因となって「能力障害」や「社会的不利」が生じると考えられてきた
Figure 1　ICIDH： 国際障害分類（WHO，1980）
Disease or Disorder 
疾病・変調
Impairment 
機能障害
Disability 
能力障害
Handicap 
社会的不利
WHO（1980）をもとに筆者作成
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が，実は障害を理由として「参加制約」を受けることが「活動制限」を助長し，「機能障害」の改
善を阻むこともある。
③ ICF では「環境因子」と「個人因子」を背景因子として並記した。
　 　障害の原因となるのは個人の疾病や事故とは限らない。豊かな環境は，個人因子の持つウィーク
ポイントの補償に寄与するが，逆に劣悪な環境は時に本来健康であった心身機能に回復不能なまで
のダメージを与えることもある。
　以上見てきたように ICF は障害を 3 つのレベルで把握しようとする点で ICIDH を継承するもので
はあるが，もはや障害のみの分類ではなくなり，生活機能と障害の分類となった。つまりあらゆる人
間を対象として，その生活と人生のすべて（プラスとマイナス）を分類，記載，評価するものとなった
のである。
3　サラマンカ宣言とインクルーシブ教育
　1994 年，スペインのサラマンカにおいてユネスコとスペイン政府によって開催された「特別なニ
ーズ教育に関する世界会議」の最終報告書の冒頭に「サラマンカ宣言」が掲載された。この時「イン
クルーシブ教育： Inclusive Education」という用語が初めて国際文書に使われたとされ，その趣旨
は以下のようにまとめられる（嶺井・ラストマイアー，2008）。
① すべての子どもは教育への権利を有しており，満足のいく水準の学習を達成し維持する機会を与え
られなければならない。
② すべての子どもが独自の性格，関心，能力および学習ニーズを有している。こうした幅の広い性格
やニーズを考慮して，教育システムが作られ，教育プログラムが実施されるべきである。
③ 特別な教育ニーズを有する人びとは，そのニーズに見合った教育を行えるような子ども中心の普通
学校にアクセスしなければならない。
　上田・金（2014）はサラマンカ宣言の内容を踏まえて「インクルーシブ教育をどのようにとらえる
かについては，サラマンカ宣言は非常に基本的な内容を呈示したもので，そのため当然さまざまな論
議」があり，「国によってもその解釈や取り組みは多様である」と述べる。そして，この宣言が「障
Health condition 
健康状態
Personal Factors 
個人因子
WHO（2001）をもとに筆者作成
Body Functions & Structures 
心身機能，身体構造
Activities 
活動
Participation 
参加
Environmental Factors
環境因子
Figure 2　ICF： 国際生活機能分類の生活機能構造モデル（WHO，2001）
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害」がある子どもはもちろんのこと，すべての子どもに関する特別な教育的ニーズを包含できる学校
や教育の在り方を提起した理念的な到達点であり，それに向けて各国に具体的な整備を求めて，参加
国間でその合意がなされたことが重要であることを指摘する。
　サラマンカ宣言の趣旨を「普通学校へのアクセス」という意味での「インクルーシブ教育」と捉え
てしまうと，到達点はすべての子どもが終日同じ教室で授業を受ける，いわゆる「フルインクルージ
ョン」になる。嶺井ら（2008）は「インクルーシヴ教育をこれからの障害児教育そして学校教育の原
則とすると表明したかに見える文部科学省であるが，インクルーシヴ教育とは逆行する養護学校や特
殊学級（2007 年 4 月からは特別支援学校，学級に名称変更）の設置とそこへの就学者は増えるばかりだと
いう現実がある。」（p.9）と述べ，インクルーシブ教育の推進を謳いながら，他方で分離教育の場と
しての特別支援学校，学級の存在を認める文部科学省の姿勢に疑念を示す。さらに文部科学省の「イ
ンクルーシブ教育はいろいろな形態があるのであって，通常学級籍の保障だけを意味するものではな
い」という意見に対して「屁理屈をこねて」（p.10）と述べ，分離，別学体制を強烈に批判している。
障害児教育の長い歴史の中で，障害のある子どもたちが教育の場から排除され，一方的に分離され，
「兄弟姉妹や地域の子どもたちと同じ学校に就学させたい」という思いを「親の身勝手」と切り捨て
られてきたことは事実であり，筆者自身の臨床経験において関わってきた親子の，就学を前にした不
安に思いを馳せる時，多くの保護者の「迷い」や「憤り」が想起される（石井，2017）。
　しかし，一方で筆者はインクルーシブ教育を「普通学級で同年齢の子どもたちと共に学ぶこと」に
限定して捉えてしまうと，むしろすべての子どもの「満足のいく水準の学習を達成し維持する機会」
を奪い，「独自の性格，関心，能力および学習ニーズ」を無視した教育プログラムにつながるのでは
ないかと考える。
　さまざまな個性や，異なるニーズを持つ子どもたちが，お互いの存在を間近に感じながら生活の場
を共有し，共に成長することは重要であるが，ひとり一人の子どもたちが，持てる力を十分に発揮し
て，主体的に学習に取り組むためには，時には別々の教室で，異なるプログラムの下に教育を受ける
ことが合理的であることは当然ではないだろうか。これは，障害の有無だけに関わることではなく，
例えば，まだ，日本語が習得できていない状態で，日本語を母国語としない子どもたちが終日同年齢
の子どもたちと一緒に通常学級で授業を受けることを求められたら，それはインクルージョンという
よりはダンピングに近いのではないかと思う。
　子どもたちが通常学級で同年齢の子どもと同じ場所にいることにこだわるあまり，発達レベルや興
味関心とはかけ離れた授業を受けることを余儀なくされたり，丁寧に知識や技能を身につけるような
指導が受けられなかったりすれば，子どもたちは貴重な学習の機会と時間を奪われることになる。特
別支援学級や特別支援学校だからこそ，対等に仲間を作り，リーダーシップを発揮する機会が得られ，
健全な自尊心を育てながら，社会に出て行く準備が可能になる場合もある。
　日本に先駆けてインクルーシブ教育の導入に着手したアメリカにおいては，1980 年代には REI
（Regular Education Initiative）主張が活発に行われ，当初は軽度障害児の学習達成を高めるための通
常教育の内容の改善を求める運動であったものが，中・重度の障害児のフルインクルージョンを主張
する運動にまで広がっていったという（清水，1993）。しかし，現在ではすべての子どもを地域の普通
学校の通常学級内で教育を行うというフルインクルージョンよりもむしろ，通常学級内で教育を受け
ることを基本にしつつ，障害のある子どもが持つニーズに応じて，より柔軟な場の選択を認めるサポ
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ーテッドインクルージョンが支持されている（清水，1997）。この，通常学級において適切な教育を十
分に受けられない状態は，障害のある子どもたちに新たな「排除」をもたらしているとも考えられる。
それぞれの子どもの発達段階と特性を理解し，本人も家族もできるだけ我慢を強いられることなく，
地域社会の中での共生に向けた教育を受けることこそが，インクルーシブ教育なのではないだろうか。
4　障害者の権利に関する条約と障害者基本法
　障害に関する国際的な認識の変化は，2006年の国連における「障害者の権利に関する条約」（略称：  
障害者権利条約）（Convention on the Rights of Persons with Disabilities）の採択に象徴される。
　この条約のスローガンは「私たちのことを，私たち抜きで決めないで（Nothing About Us Without 
Us）」であり，条文の起草に障害者団体の代表が関わり，当事者の意見が反映されている。日本は，
2007 年にこの条約に署名するが，署名時点では国内法の整備が不十分であり，日本の障害者政策の
根幹となる「障害者基本法」の 2013 年改正を待って，ようやく 2014 年 1 月，条約批准に至った。
4－1　障害者の権利に関する条約の概要
　この条約は，障害者の人権及び基本的自由の享有を確保し，障害者の固有の尊厳の尊重を促進する
ことを目的として，障害者の権利の実現のための措置等について定めた条約である。主な内容は以下
の 4 点から成る。
（1） 一般原則： 障害者の尊厳，自律及び自立の尊重，無差別，社会への完全かつ効果的な参加及び包
容等
（2） 一般的義務： 合理的配慮の実施を怠ることを含め，障害に基づくいかなる差別もなしに，すべて
の障害者のあらゆる人権及び基本的自由を完全に実現することを確保し，及び促進すること等
（3） 障害者の権利実現のための措置： 身体の自由，拷問の禁止，表現の自由等の自由権的権利及び教
育，労働等の社会権的権利について締約国がとるべき措置等を規定。社会権的権利の実現につい
ては漸進的に達成することを許容
（4） 条約の実施のための仕組み： 条約の実施及び監視のための国内の枠組みの設置。障害者の権利に
関する委員会における各締約国からの報告の検討
　条約 24 条には，「教育」に関わる内容が集約されており（資料 1），教育を受ける権利についてのあ
らゆる差別の撤廃と，機会均等，インクルーシブな教育制度と生涯学習の機会の確保について，詳細
な具体的措置について記載されている。
4－2　障害者基本法改正
　日本が 2007 年に障害者の権利に関する条約に署名してから 2014 年に批准するまでの間に，国内法
の整備が行われ，2011 年に改正された障害者基本法において「この法律は，全ての国民が，障害の
有無にかかわらず，等しく基本的人権を享有するかけがえのない個人として尊重されるものであると
の理念にのっとり，全ての国民が，障害の有無によって分け隔てられることなく，相互に人格と個性
を尊重し合いながら共生する社会を実現するため」という目的が新たに明記された。
　さらに，第二条に示されている「障害」の定義は，旧法においては「この法律において「障害者」
とは，身体障害，知的障害又は精神障害（以下「障害」と総称する。）があるため，継続的に日常生活
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又は社会生活に相当な制限を受ける者をいう」と限定されていたのに対して，改正法においては「身
体障害，知的障害，精神障害（発達障害を含む。）その他の心身の機能の障害（以下「障害」と総称する。）
がある者であつて，障害及び社会的障壁により継続的に日常生活又は社会生活に相当な制限を受ける
状態にあるものをいう」とされており，「発達障害」や「社会的障壁」といった文言が含まれるよう
になったことや，「日常生活又は社会生活に相当な制限を受ける状態」といった表現がとられている
点で，より幅広く，柔軟な捉え方が可能なものになっている。これは，先に述べたような世界的な障
害観の変化を反映した WHO の障害モデルの改正を踏まえたものであろう。
　さらに，基本的理念として「地域社会における共生」と「差別の禁止」，「国際的協調」の 3 点が加
わり，日本における障害者福祉政策の枠組みがようやく世界的な基準に適合するものになったと考え
ることができる。そして，資料 2 に示すように，この改正は教育についても大きな変革を迫る内容と
なっている。
　改正障害者基本法第 16 条には，教育の機会均等と統合教育の推進に加えて，障害のある児童生徒，
並びに保護者へのインフォームドコンセントの重要性が明記されている。また，「障害者である児童
及び生徒と障害者でない児童及び生徒との交流及び共同学習を積極的に進めることによって，その相
互理解を促進し」という文言は，障害のある児童生徒と障害のない児童生徒の対等で互恵的な関係を
示している。
　ただし，障害者基本法に示された教育の姿は，「インクルーシブ教育」というよりは，未だ「統合
教育」に近い。そこでは明らかに「障害者である児童生徒」と「障害者でない児童生徒」の存在を前
提としており，両者の交流や共同学習を進め，相互理解を促進することを目指している。しかし，本
来インクルーシブ教育は多様な児童生徒の存在を前提としたものであり，障害者と非障害者を二分し
て，両者の交流や統合をはかるというものではない（石井，2013）。
　資料 1　障害者の権利に関する条約　第二十四条　教育　（抜粋）
1　締約国は，教育についての障害者の権利を認める。締約国は，この権利を差別なしに，かつ，機会の
均等を基礎として実現するため，次のことを目的とするあらゆる段階における障害者を包容する教育制度
及び生涯学習を確保する。
（a）人間の潜在能力並びに尊厳及び自己の価値についての意識を十分に発達させ，並びに人権，基本的
自由及び人間の多様性の尊重を強化すること。
（b）障害者が，その人格，才能及び創造力並びに精神的及び身体的な能力をその可能な最大限度まで発
達させること。
（c）障害者が自由な社会に効果的に参加することを可能とすること。
2　締約国は，1 の権利の実現に当たり，次のことを確保する。
（a）障害者が障害を理由として教育制度一般から排除されないこと及び障害のある児童が障害を理由と
して無償のかつ義務的な初等教育から又は中等教育から排除されないこと。
（b）障害者が，他の者と平等に，自己の生活する地域社会において，包容され，質が高く，かつ，無償
の初等教育の機会及び中等教育の機会を与えられること。
（c）個人に必要とされる合理的配慮が提供されること。
（d）障害者が，その効果的な教育を容易にするために必要な支援を教育制度一般の下で受けること。
（e）学問的及び社会的な発達を最大にする環境において，完全な包容という目標に合致する効果的で個
別化された支援措置がとられることを確保すること。
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　津田（2011）（Figure 3）が示すモデルは，「障害者」と「非障害者」の二分法の人間把握の方法をと
る限りにおいて，障害者が排除されず，合理的配慮の下にその人権が保障されたとしても，それは
「インクルージョン」とは言えないことをわかりやすく表している。
5　特殊教育から特別支援教育へ
　障害者の権利に関する条約批准に至る過程の中で行われた，国内におけるさまざまな制度改革や法
整備の一つに，特殊教育から特別支援教育への転換が挙げられる。この転換は，世界的な障害観の変
化やインクルーシブ教育推進の流れを受けて行われたものであると同時に，国内における教育現場で
の特別な支援ニーズの多様化への対応を迫られて行われたものである。ここでは，特殊教育から特別
支援教育への制度転換の流れを時系列に沿ってみていく。
5－1　教育基本法並びに学校教育法一部改正
　特別支援教育に関わる改革の第一歩として，2006 年に教育基本法第 4 条 2 項に「 国及び地方公共
団体は，障害のある者が，その障害の状態に応じ，十分な教育を受けられるよう，教育上必要な支援
を講じなければならない」とする条項が新たに加えられた。
　さらにこの改正を受けて学校教育法の一部改正が実施され，2007 年 4 月から，それまで「特殊教
　資料 2　改正障害者基本法における教育に関する規定内容
第二章　障害者の自立及び社会参加の支援等のための基本的施策
（教育）
第十六条　国及び地方公共団体は，障害者が，その年齢及び能力に応じ，かつ，その特性を踏まえた十分
な教育が受けられるようにするため，可能な限り障害者である児童及び生徒が障害者でない児童及び生徒
と共に教育を受けられるよう配慮しつつ，教育の内容及び方法の改善及び充実を図る等必要な施策を講じ
なければならない。
2　国及び地方公共団体は，前項の目的を達成するため，障害者である児童及び生徒並びにその保護者に
対し十分な情報の提供を行うとともに，可能な限りその意向を尊重しなければならない。
3　国及び地方公共団体は，障害者である児童及び生徒と障害者でない児童及び生徒との交流及び共同学
習を積極的に進めることによって，その相互理解を促進しなければならない。
Figure 3　インクルージョンの捉え方（津田，2011）
二分法優位の人間把握
排　除 権利としての
福祉
合理的配慮無し 合理的配慮あり
形式的平等 インクルージョン
人格優位の人間把握
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育」として実施されていた障害のある子どもたちを対象とした教育制度が「特別支援教育」に代わる
こととなる（資料 3）。特殊教育は，障害の種類や程度に応じて，特別な場で教育が行われることが原
則であったが，特別支援教育では，知的な遅れのない子どもたちも含めて，特別な支援を必要とする
幼児児童生徒が在籍する幼稚園，小学校，中学校，高等学校，中等教育学校及び特別支援学校のすべ
ての学校において実施されることになった。
　学校教育法改正にあたって，参議院文教科学委員会附帯決議には「政府及び関係者は，国際的な障
害者施策の潮流となっているノーマライゼーションやインクルージョンの理念を踏まえ，特別支援教
育の定着・発展を図り，障害のある子ども一人一人のニーズに適切に対応した教育を保障するために，
次の事項について特段の配慮をすべきである。」と記載されており，記載された「ノーマライゼーシ
ョン」や「インクルージョン」といった文言から，この改正がこれまでの分離を原則とした教育制度
から「インクルージョン（包含）」を原則とした制度への転換を目指しているという明確な意思が読
み取れる。そして，この改正が後の「障害者権利条約批准」に向けての大きな一歩になった。
　資料 3　 特別支援教育の推進のための学校教育法等の一部改正について（文部科学省通知） 
2006 年 7 月 18 日付　（抜粋）
第 1　学校教育法の一部改正関係（改正法第 1 条）
（1）特別支援学校制度の創設
　盲学校，聾学校及び養護学校を特別支援学校とした。（第 1 条，第 4 条第 1 項，第 6 条，第 22 条第 1 項，
第 39 条第 1 項，第 71 条，第 72 条，第 73 条，第 73 条の 2，第 73 条の 3 第 1 項，第 74 条，第 76 条及び
第 107 条）
（2）特別支援学校の目的
　特別支援学校の目的として，「視覚障害者，聴覚障害者，知的障害者，肢体不自由者又は病弱者（身体
虚弱者を含む。）に対して，幼稚園，小学校，中学校又は高等学校に準ずる教育を施すとともに，障害に
よる学習上又は生活上の困難を克服し自立を図るために必要な知識技能を授けること」と規定した。（第
71 条）
　なお，第 71 条に規定する視覚障害者等の障害の程度は，政令で，これを定めることとした。（第 71 条
の 4）
　また，特別支援学校においては，文部科学大臣の定めるところにより，第 71 条に規定する者に対する
教育のうち当該学校が行うものを明らかにするものとした。（第 71 条の 2）
（3）特別支援学校の行う助言又は援助
　特別支援学校においては，第 71 条の目的を実現するための教育を行うほか，幼稚園，小学校，中学校，
高等学校又は中等教育学校の要請に応じて，教育上特別の支援を必要とする児童，生徒又は幼児の教育に
関し必要な助言又は援助を行うよう努めるものとした。（第 71 条の 3）
（4）小学校等における教育上特別の支援を必要とする児童等に対する教育
　小学校，中学校，高等学校，中等教育学校及び幼稚園においては，教育上特別の支援を必要とする児童，
生徒及び幼児に対し，障害による学習上又は生活上の困難を克服するための教育を行うものとした。（第
75 条第 1 項）
　なお，「特殊学級」の名称を「特別支援学級」に変更するとともに，従前と同様，小学校，中学校，高
等学校及び中等教育学校においては，これを設けることができることとした。（第 75 条第 2 項，同条第 3
項及び第 107 条）
─ 11 ─
5－2　中央教育審議会初等中等分科会報告
　障害者権利条約批准に向けての一連の動きの中で，2010 年に中央教育審議会初等中等教育分科会
に「特別支援教育の在り方に関する特別委員会」が設置され，インクルーシブ教育システム構築に向
けての審議が開始された。2012 年 7 月にはこの特別委員会報告をもとに，初等中等教育分科会報告
として「共生社会の形成に向けたインクルーシブ教育システム構築のための特別支援教育の推進（報
告）」が出された。（資料 4）
　この報告の題名に用いられている「共生」という言葉は一般的に「男女共生社会」，「多文化共生社
会」というように，共生によってお互いが利益を与え合える，対等な関係に用いられてきた用語であ
る。ここで「共生社会」という言葉が用いられたことは障害のある人，あるいは障害のある子どもた
ちの存在が，一方的に支援され，生かされる立場ではなく，自ら生き方を選択し，主体的に生きる存
在であり，その存在が社会にとってかけがえのない価値を有するという考え方の表明と捉えることが
できる。
　また，「合理的配慮」，「多様な学びの場」，「教職員の専門性向上」に関する内容は，障害の種類と
程度に応じて特別な学校や学級で行われることを原則としていた「特殊教育」から，一人ひとりの子
資料 4　 「共生社会の形成に向けたインクルーシブ教育システム構築のための特別支援教育の推進（報告）」
目次
はじめに
1．共生社会の形成に向けて
（1）共生社会の形成に向けたインクルーシブ教育システムの構築
（2）インクルーシブ教育システム構築のための特別支援教育の推進
（3）共生社会の形成に向けた今後の進め方
2．就学相談・就学先決定の在り方について
（1）早期からの教育相談・支援
（2）就学先決定の仕組み
（3）一貫した支援の仕組み
（4）就学相談・就学先決定に係る国・都道府県教育委員会の役割
3．障害のある子どもが十分に教育を受けられるための合理的配慮及びその基礎となる環境整備
（1）「合理的配慮」について
（2）「基礎的環境整備」について
（3）学校における「合理的配慮」の観点
（4）「合理的配慮」の充実
4．多様な学びの場の整備と学校間連携等の推進
（1）多様な学びの場の整備と教職員の確保
（2）学校間連携の推進
（3）交流及び共同学習の推進
（4）関係機関等の連携
5．特別支援教育を充実させるための教職員の専門性向上等
（1）教職員の専門性の確保
（2）各教職員の専門性、養成・研修制度等の在り方
（3）教職員への障害のある者の採用・人事配置
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どもの支援ニーズに合わせて，すべての学校や学級で行われる「特別支援教育」への転換にあたって
目指すべき方向と不可欠な条件を示したものとなっている。
6　障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律
　先述した「障害者基本法」が 2011 年に改正されたことを受けて，2013 年「障害を理由とする差別
の解消の推進に関する法律」（以下，障害者差別解消法）が公布され，2016 年に施行された（資料 5）。
第 1 条にこの法律の目的として，障害者基本法の基本的な理念に基づいて，障害を理由とする差別の
解消の推進に関する基本的な事項や措置等を定め，障害の有無によって分け隔てられることのない共
生社会の実現に資することが明記されている。そして，第 7 条では国及び地方公共団体といった行政
機関等（含，公立学校等）における障害を理由とする不当な差別の禁止と，社会的障壁の除去実施に
ついて必要かつ合理的な配慮をしなければならないこと，第 8 条では事業者（含，私立学校等）にお
ける障害を理由とする不当な差別の禁止と社会的障壁の除去の実施について必要かつ合理的な配慮を
するように努めなければならないことが定められている。
　ここで，「不当な差別的取扱いの禁止」については，行政機関としての公立学校等においても，事
業としての私立学校等においても法的義務とされているのに対して「合理的配慮」については，行政
機関においては法的義務であるが，事業所においては努力義務にとどまっている。
資料 5　「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律」に示された目的と合理的配慮に関する条文
（目的）
第一条　この法律は，障害者基本法（昭和四十五年法律第八十四号）の基本的な理念にのっとり，全ての
障害者が，障害者でない者と等しく，基本的人権を享有する個人としてその尊厳が重んぜられ，その尊厳
にふさわしい生活を保障される権利を有することを踏まえ，障害を理由とする差別の解消の推進に関する
基本的な事項，行政機関等及び事業者における障害を理由とする差別を解消するための措置等を定めるこ
とにより，障害を理由とする差別の解消を推進し，もって全ての国民が，障害の有無によって分け隔てら
れることなく，相互に人格と個性を尊重し合いながら共生する社会の実現に資することを目的とする。
（行政機関等における障害を理由とする差別の禁止）
第七条　行政機関等は，その事務又は事業を行うに当たり，障害を理由として障害者でない者と不当な差
別的取扱いをすることにより，障害者の権利利益を侵害してはならない。
2　行政機関等は，その事務又は事業を行うに当たり，障害者から現に社会的障壁の除去を必要としてい
る旨の意思の表明があった場合において，その実施に伴う負担が過重でないときは，障害者の権利利益を
侵害することとならないよう，当該障害者の性別，年齢及び障害の状態に応じて，社会的障壁の除去の実
施について必要かつ合理的な配慮をしなければならない。
（事業者における障害を理由とする差別の禁止）
第八条　事業者は，その事業を行うに当たり，障害を理由として障害者でない者と不当な差別的取扱いを
することにより，障害者の権利利益を侵害してはならない。
2　事業者は，その事業を行うに当たり，障害者から現に社会的障壁の除去を必要としている旨の意思の
表明があった場合において，その実施に伴う負担が過重でないときは，障害者の権利利益を侵害すること
とならないよう，当該障害者の性別，年齢及び障害の状態に応じて，社会的障壁の除去の実施について必
要かつ合理的な配慮をするように努めなければならない。
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　合理的配慮については「社会生活を送るなかで不都合を感じないよう工夫をしてほしいと，障害者
から要望があった時，重すぎる負担にならない範囲で必要な配慮をすること」とされており，例えば，
教育現場における合理的配慮の例として，（ア）教員，支援員等の確保，（イ）施設，設備の整備，
（ウ）個別の教育支援計画や個別の指導計画に対応した柔軟な教育課程の編成や教材等の配慮等が挙
げられている（文部科学省　2018）。
　「合理的配慮」についてさらに詳しく考えてみると，障害のある人が障害のない人と平等に人権を
享受し行使できるよう，障害・困難さを取り除くための，個別の調整や変更のことであり，一人ひと
りの心身の特徴や，行動の目的や場面，その人を取り巻く環境によって，必要になる合理的配慮の内
容や程度は異なってくる。また，配慮を行う行政機関や事業者の側にも人的・技術的・財源的限界が
あるため，過度な負担とならない実現可能な配慮を検討していく必要がある。また，配慮の内容を決
めるプロセスに，本人や家族の意志が反映されることが重視されている。そのため，具体的にどのよ
うな配慮が必要で，実現可能か，関係者が話し合いながら決めていくことが不可欠になる。
　ここで筆者が危惧するのは，当事者の立場に立つ人権重視の方法と一見捉えられる「本人や家族の
意思の尊重」である。この制度の中で何をもって合理的な配慮とするのか意見を求められた本人や保
護者が，新たな悩みや迷いを抱えることは想像に難くない。そして，多くの情報にアクセスでき，積
極的に社会的な資源を利用する力のある者は「合理的配慮」を主体的に求めていくことが可能である
が，自分自身の，あるいは子どもの障害についての理解や，どのような手立てがあれば困難が軽減で
きるのかについて十分な知識がなければ，そこに新たな「差別」が生まれてくる危険性を孕んでいる。
石井・中村（2012）で指摘したように，保護者が持っている専門知識や社会的資源の活用力によって
子どもが受ける教育的サービスの内容に大きな格差が生まれる可能性があるということである。
　子どもの障害の有無すら定かにはならない時期から，何が「合理的配慮」であるのかを判断するの
は難しく，そういった観点からも特に発達の早期においては保育や教育に関わる専門職が，客観的な
アセスメントの結果をもとに，保護者とともに合理的配慮について考えていくことが重要であろう。
一方で，学校教育における個別の指導計画の作成と実施については，保護者と連携を取り，その意向
を尊重しつつも，あくまでも教師が教育課程の一環として，専門家との連携の下にクラス全体の指導
計画との整合性をはかりながら作成し，評価と改善を行っていくものでなければならないと考える。
7　まとめと今後の課題
7－1　統合からインクルージョンへのパラダイムシフト
　本稿では，国際的な障害観の変化やインクルージョンの進展を背景とした日本における「インクル
ーシブ教育」の発展を概観してきたが，従来行われてきた「統合教育」と「インクルーシブ教育」の
違いを検討しておきたい。
　筆者が考える，通常学級における統合教育とインクルーシブ教育の違いを Figure 4 に示す。統合
教育は，健常児と障害児の存在を前提に，健常児集団に障害児を受け入れるというものであり，イン
クルーシブ教育は，多様な子どもたちの存在を前提に一人ひとりのニーズに配慮を行いながら学級経
営を行うというものである。その際，必要に応じて，クラスのサイズを小規模にすることや，担任を
複数にすること，支援スタッフが指導に入ること等が柔軟に行われる必要がある。日本の義務教育段
階でこのような配慮を行うことは，現段階では難しいことは承知しているが，幼児教育の場では実際
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にこのような方法を取り入れている園も存在する（石井，2008）。また，海外に目を向けるとイタリア
のインクルーシブ教育の形式は，Figure 4 右図のイメージに近いものである（韓・小原・矢野・青木，
2013）。
　ただし，浜谷（2005）が言うように，子どもたち一人ひとりが必要としている支援の状況によって
は，通常学級にとどまらず，さまざまな教育形態を利用することで，子どもたちの意志が対等平等に
尊重され子どもたちの生活の在り方が決定されるのであれば，それもまたインクルーシブな教育と捉
えることができる（Table 1）。
Figure 4　統合教育とインクルーシブ教育における学級集団のイメージ
Table 1　障害児の視点から見た参加状態の定義（浜谷，2005）
統合（integration）
子どもが場を共有して共に行動する。子ども間のコ
ミュニケーション手段が確保されている。障害児と
他の子どもの行動は相互に影響を及ぼす。
分離（segregation）
障害児と他の子どもが別の場で生
活する。
包含（inclusion）
障害児も他の子ども
たちも対等，平等に
意見が尊重されて，
子どもたちの生活の
あり方が決定される。
A　参加（participation） B　共存・独立（coexistence）
障害児と他の子どもたちは，別の
場で生活することを選択し，それ
ぞれに意欲的に活動している。
お互いに関心をもつと同時に，お
互いの行動に肯定的な影響を与え
る。
A1　共同（corporation）
障害児を含めたすべての
子どもが共に生活できる
ように生活のあり方を創
造し，どの子どもも意欲
的に活動している。
A2　共生（symbiosis）
障害児を含めたすべての
子どもが自然に生活を営
み，相互に関心をもち肯
定的な影響を与えている。
排除（exclution）
特定の子どもの意見
や立場だけが尊重さ
れて子どもたちの生
活のあり方が決定さ
れる。障害児の意見
は尊重されない。
C　放り投げ（dumping）
障害児は，他の子どもが選択した生活の場にいる。
D　隔離・孤立（isolation）
障害児と他の子どもたちは，それ
ぞれ別の場で生活する。
お互いに無関心であり，ときには，
意図せずに，お互いの行動が相互
に害を及ぼす。
C1　適応・同化
（adaptation）
障害児は，他の子どもた
ちの活動と同様な行動を
強制させられる。
C2　放置・放任
（neglect）
障害児の行動は他の子ど
もから関心をもたれない。
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7－2　今後の課題
　先に述べたように，筆者自身の考えとして，インクルーシブ教育は，同年齢の子どもたちが学校生
活の中で同じ時間に同じ教室で過ごすことのみでなく，生涯を通じて地域社会の一員としてさまざま
な人と共に暮らし続けることにつながる教育と捉えている。しかし，障害のある子どもたちの幼児期
に焦点をあてた研究を継続してきた結果として，幼児期に限って言えば，可能な限り同じ時間を同じ
場所で過ごすことが大切な時期であると考えている。そして，障害の早期発見や，早期からの専門的
な対応も重要であるが，一方で多様な人間の存在を偏見なく受け入れることができる幼児期のインク
ルージョンが，障害の有無に関わらず，すべての子どもたちにとって非常に貴重な経験であることを
実感している（石井，2013）。
　以上を踏まえ，今後の課題として，諸点が挙げられる。
　まず，幼児期，学童期，青年期，成人期といった生涯発達の視点から，それぞれの時期に必要とさ
れるインクルーシブ教育について考えること。障害の有無に関わらず生涯を通じて地域社会でインク
ルーシブな生活を送ること，すなわちコミュニティーインクルージョンを実現するために，求められ
る教育について検討する。
　さらに，インクルーシブ教育を受けるにあたって，当事者が「合理的配慮」を主体的に求めていく
ことができるようにするためには，どのような支援が必要なのか，すなわち，発達の早期から，客観
的アセスメントをもとに，エビデンスに基づいた合理的配慮を選択できるような保護者支援を考えて
いく必要がある。さらには，子ども自身が自己の特性についての理解を深め，合理的配慮についての
セルフアドボカシーを行う能力を身につけられるような教育の実践も早急に取り組むべき重要な課題
であると考える。
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